
令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年01月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 11 友好都市交流事務
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 多文化共生

主管課名 秘書広報課 課長名 近藤　諭一郎
この事務事業の開始時期 平成８(1996)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成７(1995)年２月に友好提携した米国インディアナ ・状況
州コロンバス市との交流を行う。 コロンバス市からの賓客及び高校生訪問団の対応を行
隔年でコロンバス市の高校生がみよし市を訪問し、ホ っている。
ームステイ等を通じて日本の文化・習慣を学び市民と ・必要性
の交流を図る。 異文化への理解と友好都市交流は、豊かな心を育む人
「ＳＤＧｓの取り組み：４，５，１０，１７」 づくり、まちづくりに重要であり、市としての事業を

行っている。

令和４(2022)年度は、コロンバス市市民来訪団が来訪した。予定されてい

令

たコロン
R4年度に実

和

施した具体的な バス市

 

の高校生来訪団は、新

5

型コロナウィルス感染

年

症の影響により相手方

度

からの申
事業の方法、

（

手順、指標に対す し出

4

により中止となった。

年

る成果等

事務事業を取

度

り巻く状況は過去と比

実

べ変化しているか (1

施

)活動指標（事務事業

分

の活動量を表す指標）

）

新型コロナウィルス感

事

染症の影響により、コ

務

ロンバス市高 名称 単位

事

校生来訪団の来訪は相

業

手方の申し出により中

目

止となった。 ① コロン

的

バス市からの賓客が来

評

訪した回数 回
変 化

②

価

負担金の支払い先 団体

表

内 容

対象(この事業

様

の対象、範囲となる人

式

、物) (2)対象指標

1

（対象の大きさを表す

-

指標）

市民 名称 単位
①

1

人口 人
②

目的(この事

記

業によって上記対象を

入

どのような状態にした

日

いのか) (3)成果指

令

標（目的の達成度を示

和

す指標）

国際交流の知

0

識や必要性を理解でき

6

るようにする。 名称 単

年

位
① 国際交流ボランテ

0

ィア登録者数 人
②

結果

1

(上位基本事業の意図

月

) (4)結果の成果指

1

標（上位基本事業の成

7

果指標）

自主的な交流

日

活動をしてもらう 名称

１

単位
① 国際交流事業が

事

重要だと答えた人の割

務

合 ％
② 国際交流事業に

事

満足だと答えた人の割

業

合 ％

事務事業の各種指

の

標の実績と見込及び目

現

標

R3年度 R4年度 R

状

4年度 R5年度 R6年

　

度 R7年度 R8年度
指

Ｐ

標 ＼ 年度 単位
実績

Ｌ

値 計画値 実績値 計画値

Ａ

目標値 目標値 目標値
(

Ｎ

1)の ① 回 0 2 1 2 2

及

2 2
活動指標 ② 団体 0

び

0 0 0 0 0 0
(2)の

Ｄ

① 人 61,236 61

Ｏ

,218 61,218

事

61,375 61,6

務

56 61,938 62

事

,219
対象指標 ②
(

業

3)の ① 人 48 55 4

名

4 57 59 61 63
成

N

果指標 ②
(4)の結果

o

の ① ％ 51 53 59.

.

9 60 62 64 66
成

1

果指標 ② ％ 28 43 1

1

6.4 20 22 24 2

友

6
予算費目 会計 01 

好

一般会計 款 02 項 01

都

目 01

コスト 年度 R3

市

年度 R4年度 R4年度

交

R5年度 R6年度 R7

流

年度 R8年度
実績値 計

事

画値 実績値 計画値 目標

務

値 目標値 目標値
事業費

政

(決算又は予算額)Ａ

策

単位 18 992 137

こ

1,386 961 67

の

961

財
源
内
訳

 国庫

事

支出金 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
 県支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 地方債

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

施

その他 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
 一般財源 千円 1

の

8 992 137 1,3

位

86 961 67 961

置

人件費Ｂ 千円 2,00

基

9.1 2,009.1

本

879.5 879.5

事

1,965.5 879

業

.5 1,965.5
正

主

職員従事時間×人数 時

管

間×人 185× 3 18

課

5× 3 75× 3 75×

名

3 175× 3 75× 3

課

175× 3
正職員以外

長

の人件費 千円 0 0 65

名

65 65 65 65
その

こ

他の費用Ｃ 千円 0 0 2

の

02 202 202 20

事

2 202
トータルコス

務

トA+B+C 千円 2,

事

027.1 3,001

業

.1 1,218.5 2

の

,467.5 3,12

開

8.5 1,148.5

始

3,128.5
単位あ

時

たりコスト ① 千円/人

期

0 0 0 0 0.1 0 0.

事

1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

務

(2)の対象指標）②

区

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

分

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

目的を今後も継続して

業

いくため。
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

に伴い、目的を見直す

o

（目
その理由

的の追加

.

・拡充又は絞込）

必要

1

はありませんか？ ■ な

1

い

有
効
性

コロンバス市

友

高校生来訪団の受入れ

好

について、ホストファ

都

ミリーの募集を全中
今

市

以上に事業の成果を向

交

上
学生に案内するほか

流

広報等により、市民に

事

幅広く呼び掛ける。
さ

務

せる方法を記入して下

２

さ

い。 内　容
※(3)

評

の成果指標を向上させ

価

る

　ことはできますか

　

？

みよし市民とコロン

Ｃ

バス市民の相互の交流

Ｈ

を深めることができて

Ｅ

いる。
目的達成状況 内

Ｃ

　容

□民間への一部委

Ｋ

託 □民間への全部委託

目

市関与の必要性 □指定

的

管理 □補助金・負担金

妥

助成 ■市の直営
内　容

当

　（実施手法） 友好都

性

市コロンバス市と直接

こ

連絡を取り合い、交流

の

を進めるのに必要な調

事

整を
行うため。

効
率
性

業

令和２(2020)年

の

度から、友好都市交流

必

と多文化共生の事業目

要

的を明確にするた
事務

性

事業の統廃合により、

は

め、国際交流に関する

薄

庶務を多文化共生推進

れ

事業に一元化し、協働

て

推進課所管
事業の効率

得

化を図り、成果
内　容

ら

とし、友好都市コロン

れ

バス市との交流事業の

て

み秘書課所管とする。

い

を向上させる方法を記

る

入し

て下さい。

引き続

い

き事業の進め方につい

ま

て、効果的・効率的な

せ

事業費、人件費の執行

ん

に努
現状より事業費・

か

人件費を
める。

削減す

。

る方法を記入して下

さ

十

い。（仕様の変更、外

分

部 内　容
委託、従事時

な

間の削減等は

できない

成

か？)

公
平
性

直接的な

果

受益者はいないため
□

が

ある □ 現状で適正
受益

理

者負担はありますか？

　

また、受益者負担割合

由

は適 □ ない □ 検討が必

得

要 内　容
正ですか？

■

ら

受益者がいない

３
改
革

れ

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

て

特になし 特になし
事業

い

実施上の課題、住
民・

ま

議会等からの意見 意　

す

見 対応策
と対応策

コロ

か

ンバス市市民来訪団の

？

来訪。 コロンバス市高

得

校生来訪団の来訪中
R

ら

5年度の事業計画は前

れ

変　更
止。

年度から変

て

更・追加は 前年度 ・
あ

い

るか 追　加

今後の事業

な

・コスト・成果の方向

い

性 今後の事業の方向性

事

、改革・改善案
※今年

業

度からの具体的な事業

進

の進め方、手段の見直

展

し等、各方向性の内容

等

　　　　　　　　　□

に

　拡大 コロンバス市か

よ

ら隔年で高校生来訪団

る

が来訪していた
　　　

環

　　　　　　□　改善

境

が、令和２(2020

変

)年度、３(2021

化

)年度及び４(202

あ

2)年
　　　　　　　

る

　　■　現状維持 度は

に

新型コロナウィルス感

伴

染症の影響により、令

い

和５
　　　　　　　　

、

　□　縮小 (2023

対

)年度はコロンバス市

象

の申し出により中止と

を

なっ
　　　　　　　　

見

　□　統合 た。
　　　

直

　　　　　　□　完了

す

令和６(2024)年

（

度は来訪予定。
　　　

拡

　　　　　　□　廃止

そ

・休止
コストの方向性

の

　　　　　　　　　↓

理

　減少
成果の方向性
　

由

　　　　　　　　→　

大

維持

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 11 友好都市交流事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

みよし市民とコロンバス市民の相互の交流を深めることがで
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

きている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国際交流（友好都市交流）の対象は全市民としており、事業の必要性
事業進展等に

様

よる環境変化
□ ある 等

式

から、継続していく。

1

に伴い、対象を見直す

-

（拡
その理由

大・縮小

2

）必要はありませ
■ な

事

い
んか？

異文化交流や

務

国際理解の向上という



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月01日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 130 多文化共生推進事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 多文化共生

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 平成22(2010)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市多文化共生センターの利用登録に関する要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

定住化傾向にある外国人に、一市民としてまちづくり 本市の外国人登録者数はR5(2023).4.1現在、総人口61
に参加してもらうためには市民との意思疎通と相互の ,375人の内、2,469人で4.02％を占めている。
理解を図ることが重要であることから、在住外国人へ 意思疎通を図る手段として外国人に日本語を習得して
の日本語指導、通知文書等の翻訳などの事業を推進す もらうため、在住・在勤の外国人を対象に、日本語ボ
る。 ランティア入門講座受講生を主

令

としたボランティアに

和

「ＳＤＧｓの取り組み

 

：５，８，10，17

5

」 より、毎週水・土曜

年

日午前10時から午前

度

11時30分まで
、日

（

本語教室を開催してい

4

る。

ボランティア講師

年

による日本語教室を週

度

２回開催。外国人学習

実

者を増やすため、市
R

施

4年度に実施した具体

分

的な 内施設や外国人を

）

雇用する市内事業所に

事

依頼しＰＲチラシを配

務

布した。指導法のレ
事

事

業の方法、手順、指標

業

に対す ベルアップを目

目

指して、ボランティア

的

向け勉強会を実施し日

評

本語教室の充実に努め

価

る成果等 た。年１回社

表

会見学を通して外国人

様

に日本の文化に触れて

式

もらう機会を設けるた

1

め
、令和４（2022

-

）年度は岡崎に行き、

1

座禅体験や八丁味噌工

記

場の見学を行った。

事

入

務事業を取り巻く状況

日

は過去と比べ変化して

令

いるか (1)活動指標

和

（事務事業の活動量を

0

表す指標）

本市の基幹

5

産業である自動車関連

年

産業への雇用がある中

0

で 名称 単位
、外国人の

6

転出入も多い状況が続

月

いている。 ① 日本語教

0

室の開催回数 回
変 化

1

また、新型コロナウイ

日

ルス感染症による出入

１

国制限の緩和 ②
内 容

事

により、転入がやや増

務

加傾向にある。

対象(

事

この事業の対象、範囲

業

となる人、物) (2)

の

対象指標（対象の大き

現

さを表す指標）

みよし

状

市在住外国人（16歳

　

以上） 名称 単位
① みよ

Ｐ

し市在住の外国人の人

Ｌ

数 人
②

目的(この事業

Ａ

によって上記対象をど

Ｎ

のような状態にしたい

及

のか) (3)成果指標

び

（目的の達成度を示す

Ｄ

指標）

日本語教室での

Ｏ

学習者数を増やす 名称

事

単位
① 日本語教室に通

務

う外国人学習者の人数

事

人
②

結果(上位基本事

業

業の意図) (4)結果

名

の成果指標（上位基本

N

事業の成果指標）

多文

o

化共生、国際交流の推

.

進を図る 名称 単位
① 事

1

業に対しやや満足以上

3

と答えた比率 ％
②

事務

0

事業の各種指標の実績

多

と見込及び目標

R3年

文

度 R4年度 R4年度 R

化

5年度 R6年度 R7年

共

度 R8年度
指標 ＼ 

生

年度 単位
実績値 計画値

推

実績値 計画値 目標値 目

進

標値 目標値
(1)の ①

事

回 65 75 75 75 7

業

5 75 75
活動指標 ②

政

(2)の ① 人 1,91

策

4 1,930 2,13

こ

6 2,150 2,16

の

5 2,180 2,19

事

5
対象指標 ②
(3)の

務

① 人 83 100 88 1

事

05 110 115 12

業

0
成果指標 ②

(4)の

施

結果の ① ％ 24.4 4

策

0 16.4 25 25 2

の

5 25
成果指標 ②

予算

位

費目 会計 01 一般会

置

計 款 02 項 01 目 18

基

コスト 年度 R3年度 R

本

4年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度 R7年度 R

業

8年度
実績値 計画値 実

主

績値 計画値 目標値 目標

管

値 目標値
事業費(決算

課

又は予算額)Ａ 単位 7

名

16 1,261 807

課

1,075 1,166

長

1,076 1,076

名

財
源
内
訳

 国庫支出金

こ

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

県支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 地方債 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
 その他

事

千円 20 30 14 40

業

24 24 24
 一般財

の

源 千円 696 1,23

開

1 793 1,035 1

始

,142 1,052 1

時

,052
人件費Ｂ 千円

期

2,896 2,896

事

2,715 2,570

務

.2 2,570.2 2

区

,570.2 2,57

分

0.2
正職員従事時間

法

×人数 時間×人 160

定

× 5 160× 5 150

受

× 5 142× 5 142

託

× 5 142× 5 142

事

× 5
正職員以外の人件

務

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

自

その他の費用Ｃ 千円 2

治

39 228 256 25

事

6 256 256 256

務

トータルコストA+B

こ

+C 千円 3,851 4

の

,385 3,778 3

事

,901.2 3,99

務

2.2 3,902.2

事

3,902.2
単位あ

業

たりコスト ① 千円/人

の

2 2.3 1.8 1.8

根

1.8 1.8 1.8
（

拠

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

法

)の対象指標）② 千円

令

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

要はありませ
■ ない

ん

業

か？

日本語の理解を深

名

めてもらうためにも、

N

日本語教室での学習者

o

数を増
事業進展等によ

.

る環境変化 □ ある
やす

1

目的に変化はないため

3

。
に伴い、目的を見直

0

す（目
その理由

的の追

多

加・拡充又は絞込）

必

文

要はありませんか？ ■

化

ない

有
効
性

事業の更な

共

る周知を図るためのP

生

R方法を検討する。
今

推

以上に事業の成果を向

進

上

させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

新型コロナウイ

価

ルス感染拡大の収束傾

　

向により、コロナ禍で

Ｃ

実施できていなか
目的

Ｈ

達成状況 内　容 った事

Ｅ

業を再開させるなど、

Ｃ

計画どおり事業を実施

Ｋ

した。

■民間への一部

目

委託 □民間への全部委

的

託
市関与の必要性 □指

妥

定管理 □補助金・負担

当

金助成 □市の直営
内　

性

容
　（実施手法） ボラ

こ

ンティアにより、毎週

の

水・土曜日に日本語教

事

室を開催している。

効

業

率
性

他の事務事業との

の

統合は難しい。
事務事

必

業の統廃合により、

事

要

業の効率化を図り、成

性

果
内　容

を向上させる

は

方法を記入し

て下さい

薄

。

本事業はボランティ

れ

アの協力により運営し

て

ており削減は難しい。

得

現状より事業費・人件

ら

費を

削減する方法を記

れ

入して下

さい。（仕様

て

の変更、外部 内　容
委

い

託、従事時間の削減等

る

は

できないか？)

公
平

い

性

必要な教材について

ま

は、個人の負担として

せ

いるた
■ ある ■ 現状で

ん

適正
受益者負担はあり

か

ますか？ め。
また、受

。

益者負担割合は適 □ な

十

い □ 検討が必要 内　容

分

正ですか？
□ 受益者が

な

いない

３
改
革
改
善
案
　

成

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

在住外国

果

人支援を考える中で、

が

外国 日本語教室で在住

理

外国人の生の声を
事業

　

実施上の課題、住 人の

由

ニーズを把握したり、

得

外国人と 聞き、生活の

ら

助けになるよう今後も

れ

民・議会等からの意見

て

意　見 日本人が意見交

い

換したりする機会が 対

ま

応策 日本語を教えてい

す

く。
と対応策 ない。

日

か

本語教室の運営に携わ

？

るボランテ 継続して実

得

施するため、前年度と

ら

同
R5年度の事業計画

れ

は前 変　更
ィアの入門

て

講座を春・秋に開催し

い

、 様に実施
年度から変

な

更・追加は 前年度 ・
前

い

期・後期に分けて日本

事

語教室を開
あるか 追　

業

加
催する。

今後の事業

進

・コスト・成果の方向

展

性 今後の事業の方向性

等

、改革・改善案
※今年

に

度からの具体的な事業

よ

の進め方、手段の見直

る

し等、各方向性の内容

環

　　　　　　　　　□

境

　拡大 日本語指導ボラ

変

ンティアの活動の支援

化

を継続して行い
　　　

あ

　　　　　　□　改善

る

、より一層の日本語教

に

室の充実を図る。さら

伴

に、外国
　　　　　　

い

　　　■　現状維持 人

、

も一市民としてまちづ

対

くりに参加できるよう

象

にして
　　　　　　　

を

　　□　縮小 、意見交

見

換できる場について検

直

討していく。
　　　　

す

　　　　　□　統合
　

（

　　　　　　　　□　

拡

完了
　　　　　　　　

そ

　□　廃止・休止
コス

の

トの方向性
　　　　　

理

　　　　→　維持
成果

由

の方向性
　　　　　　

大

　　　→　維持

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 130 多文化共生推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内在住の外国人も地域社会の一員として共に生活する上で
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、日本語の理解は必要不可欠であり、この事業の必要性の継
いませんか。十分な成果が 理　由

続は必要と考えるため。
得られていますか？ □ 得られていない

様

多文化共生を進めてい

式

く上で、外国人を対象

1

することに変化はない

-

た
事業進展等による環

2

境変化
□ ある め。

に伴

事

い、対象を見直す（拡

務

その理由
大・縮小）必



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年01月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 394 友好都市教育親善大使受入事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 多文化共生

主管課名 学校教育課 課長名 木戸　貴秀
この事務事業の開始時期 平成9（1997）年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

友好都市コロンバス市の教育関係者を教育親善大使と 平成8（1996）年10月に友好都市コロンバス市及び市
して招へいし、市内小中学校において友好交流及び国 地域教育事務所との教育提携を契機に、コロンバス市
際交流をより深める。 地域学校との学校間交流を促進させることを目的とし
 て開始。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 コロンバス市との交流(学校間交流)を毎年行っている

。

令和４（2022）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により事業中止とした。
R4年度に実施した具体的な

令

 
事業の方法、手順、

和

指標に対す
る成果等

事

 

務事業を取り巻く状況

5

は過去と比べ変化して

年

いるか (1)活動指標

度

（事務事業の活動量を

（

表す指標）

令和２（2

4

020）、３（202

年

1）、４（2022）

度

年度の教育親善 名称 単

実

位
大使の来訪は新型コ

施

ロナウイルス感染症拡

分

大防止のため中 ① 大使

）

数 人
変 化

止した。 ②

事

滞在日数 日
内 容

令和

務

５（2023）年度の

事

教育親善大使の来訪は

業

未定。

対象(この事業

目

の対象、範囲となる人

的

、物) (2)対象指標

評

（対象の大きさを表す

価

指標）

コロンバス市か

表

らの代表団、教育親善

様

大使、市内小中学生、

式

高校 名称 単位
生 ① 大使

1

訪問校数 校
② 児童生徒

-

数 人

目的(この事業に

1

よって上記対象をどの

記

ような状態にしたいの

入

か) (3)成果指標（

日

目的の達成度を示す指

令

標）

みよし市、コロン

和

バス市の相互について

0

理解を深めることで、

6

国 名称 単位
際交流への

年

関心を持ってもらう。

0

① 訪問予定時間に対す

1

る実績の割合 ％
② 大使

月

との交流を行った学校

2

の割合 ％

結果(上位基

4

本事業の意図) (4)

日

結果の成果指標（上位

１

基本事業の成果指標）

事

自主的な交流活動をし

務

てもらう。 名称 単位
①

事

国際交流が重要だと思

業

う人の割合 ％
②

事務事

の

業の各種指標の実績と

現

見込及び目標

R3年度

状

R4年度 R4年度 R5

　

年度 R6年度 R7年度

Ｐ

R8年度
指標 ＼ 年

Ｌ

度 単位
実績値 計画値 実

Ａ

績値 計画値 目標値 目標

Ｎ

値 目標値
(1)の ① 人

及

0 1 0 1 1 1 1
活動指

び

標 ② 日 0 10 0 10 1

Ｄ

0 10 10
(2)の ①

Ｏ

校 0 9 0 9 9 9 9
対象

事

指標 ② 人 5,648 5

務

,591 5,591 5

事

,501 5,461 5

業

,406 5,332
(

名

3)の ① ％ 0 100 0

N

100 100 100 1

o

00
成果指標 ② ％ 0 7

.

5 0 75 75 75 75

3

(4)の結果の ① ％ 6

9

5 65 65 65 65 6

4

5 65
成果指標 ②

予算

友

費目 会計 01 一般会

好

計 款 10 項 01 目 02

都

コスト 年度 R3年度 R

市

4年度 R4年度 R5年

教

度 R6年度 R7年度 R

育

8年度
実績値 計画値 実

親

績値 計画値 目標値 目標

善

値 目標値
事業費(決算

大

又は予算額)Ａ 単位 0

使

348 0 581 616

受

582 582

財
源
内
訳

入

 国庫支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 県支出金

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

政

地方債 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
 その他 千円 0 3

こ

00 0 300 300 3

の

00 300
 一般財源

事

千円 0 48 0 281 3

務

16 282 282
人件

事

費Ｂ 千円 1,321.

業

3 1,321.3 77

施

8.3 778.3 77

策

8.3 778.3 77

の

8.3
正職員従事時間

位

×人数 時間×人 365

置

× 1 365× 1 215

基

× 1 215× 1 215

本

× 1 215× 1 215

事

× 1
正職員以外の人件

業

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

主

その他の費用Ｃ 千円 3

管

7 37 0 37 37 37

課

0
トータルコストA+

名

B+C 千円 1,358

課

.3 1,706.3 7

長

78.3 1,396.

名

3 1,431.3 1,

こ

397.3 1,360

の

.3
単位あたりコスト

事

① 千円/校 0 189.

務

6 0 155.1 159

事

155.3 151.1

業

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

の

2)の対象指標）② 千

開

円/人 0.2 0.3 0

始

.1 0.3 0.3 0.

時

3 0.3

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

す（拡
その理由 い。

大

業

・縮小）必要はありま

名

せ
■ ない

んか？

新型コ

N

ロナウイルスにより中

o

止した令和２（202

.

0）から令和３（20

3

21
事業進展等による

9

環境変化 □ ある
）年度

4

を除いて、毎年交流を

友

続けている事業であり

好

、コロンバス市と
に伴

都

い、目的を見直す（目

市

その理由 の学校間交流

教

が恒例になっており、

育

今後も同じ目的で続け

親

ていく必要
的の追加・

善

拡充又は絞込）
がある

大

。
必要はありませんか

使

？ ■ ない

有
効
性

教育親

受

善大使が毎年市内すべ

入

ての小中学校を訪問し

事

交流を深める。
今以上

業

に事業の成果を向上

さ

２

せる方法を記入して下

評

さ

い。 内　容
※(3)

価

の成果指標を向上させ

　

る

　ことはできますか

Ｃ

？

コロンバス市との学

Ｈ

校間交流が恒例になっ

Ｅ

てきており、目標はお

Ｃ

おむね達成で
目的達成

Ｋ

状況 内　容 きている。

目

■民間への一部委託 □

的

民間への全部委託
市関

妥

与の必要性 □指定管理

当

□補助金・負担金助成

性

□市の直営
内　容

　（

こ

実施手法） みよし市小

の

中学校国際交流委員会

事

に業務委託し、市内小

業

中学校の国際交流の推

の

進を図っている。

効
率

必

性

対象、目的が同じ事

要

業はなく、統廃合はで

性

きない。
事務事業の統

は

廃合により、

事業の効

薄

率化を図り、成果
内　

れ

容
を向上させる方法を

て

記入し

て下さい。

大使

得

が訪問した際は、ホー

ら

ムステイするなど経費

れ

削減に努めている。
現

て

状より事業費・人件費

い

を

削減する方法を記入

る

して下

さい。（仕様の

い

変更、外部 内　容
委託

ま

、従事時間の削減等は

せ

できないか？)

公
平
性

ん

学校教育法に基づき、

か

学校の設置者は学校を

。

管理
□ ある ■ 現状で適

十

正
受益者負担はありま

分

すか？ し、学校の経費

な

を負担することとなっ

成

ている。
また、受益者

果

負担割合は適 ■ ない □

が

検討が必要 内　容
正で

理

すか？
□ 受益者がいな

　

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

由

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見及び

得

課題はない。 なし。
事

ら

業実施上の課題、住
民

れ

・議会等からの意見 意

て

　見 対応策
と対応策

令

い

和４(2022)年度

ま

の教育親善大使の 令和

す

５（2023）年度は

か

教育親善大使
R5年度

？

の事業計画は前 変　更

得

来訪は新型コロナウイ

ら

ルス感染症拡 の来訪は

れ

未定である。
年度から

て

変更・追加は 前年度 ・

い

大防止のため中止した

な

。
あるか 追　加

今後の

い

事業・コスト・成果の

事

方向性 今後の事業の方

業

向性、改革・改善案
※

進

今年度からの具体的な

展

事業の進め方、手段の

等

見直し等、各方向性の

に

内容

　　　　　　　　

よ

　□　拡大 小中学校に

る

おける国際交流を促進

環

するために継続する
　

境

　　　　　　　　□　

変

改善 ことが必要である

化

。
　　　　　　　　　

あ

■　現状維持
　　　　

る

　　　　　□　縮小
　

に

　　　　　　　　□　

伴

統合
　　　　　　　　

い

　□　完了
　　　　　

、

　　　　□　廃止・休

対

止
コストの方向性
　　

象

　　　　　　　→　維

を

持
成果の方向性
　　　

見

　　　　　　→　維持

直

2

す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 394 友好都市教育親善大使受入事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

毎年交流を続けていることで、コロンバス市との学校間交流
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

が恒例になってきている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

訪問時は教育親善大使が市内４小中

様

学校を訪問し交流を深

式

めているが
事業進展等

1

による環境変化
□ ある

-

、大使のスケジュール

2

の都合ですべての小中

事

学校を訪問するのは難

務

し
に伴い、対象を見直



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月31日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 419 友好都市中学生派遣事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 多文化共生

主管課名 学校教育課 課長名 木戸　貴秀
この事務事業の開始時期 平成10（1998）年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

友好都市コロンバス市へ市内中学校の代表生徒を派遣 「２１世紀の教育提携書」に基づく交流の推進を図る
し、国際交流、地域間交流を推進する。 ことを目的としている。
 海外から帰国する生徒も増えており、国際的な感覚の
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 重要性が増している。

令和4(2022)年度は新型コロナウイルス感染症の影響により派遣事業を中止した。
R4年度に実施した具体的な 【参考】令和元（2019）年度は、友好都市コロンバス市へ派遣する中学生を募集・
事業の方法、手順、指標に対す 選考

令

し、8月21日から3

和

0日までの日程で派遣

 

した。現地では市長の

5

表敬訪問や市内
る成果

年

等 視察、ホームステイ

度

先の子供と学校での生

（

活を体験した。（市内

4

4中学校から男女
それ

年

ぞれ2人ずつの合計1

度

6人を派遣）

事務事業

実

を取り巻く状況は過去

施

と比べ変化しているか

分

(1)活動指標（事務

）

事業の活動量を表す指

事

標）

令和2（2020

務

）年度から令和4（2

事

022）年度の派遣は

業

中止と 名称 単位
なった

目

。 ① 研修回数 回
変 化

的

 ② 派遣人数 人
内 容

評

対象(この事業の対象

価

、範囲となる人、物)

表

(2)対象指標（対象

様

の大きさを表す指標）

式

市内中学２年生 名称 単

1

位
① 中学２年生生徒 人

-

②
目的(この事業によ

1

って上記対象をどのよ

記

うな状態にしたいのか

入

) (3)成果指標（目

日

的の達成度を示す指標

令

）

異文化を直に体験す

和

ることで国際視野を広

0

げ、国際理解を深める

5

名称 単位
。 ① 交流を深

年

めたと感じる生徒数 人

0

② コロンバス市派遣団

5

員生徒数 人

結果(上位

月

基本事業の意図) (4

3

)結果の成果指標（上

1

位基本事業の成果指標

日

）

自主的な交流活動を

１

してもらう。 名称 単位

事

① 国際交流の推進が重

務

要だと思う人の割合 ％

事

②

事務事業の各種指標

業

の実績と見込及び目標

の

R3年度 R4年度 R4

現

年度 R5年度 R6年度

状

R7年度 R8年度
指標

　

 ＼ 年度 単位
実績値

Ｐ

計画値 実績値 計画値 目

Ｌ

標値 目標値 目標値
(1

Ａ

)の ① 回 0 8 0 8 8 8

Ｎ

8
活動指標 ② 人 0 16

及

0 16 16 16 16
(

び

2)の ① 人 654 62

Ｄ

4 624 595 587

Ｏ

576 524
対象指標

事

②
(3)の ① 人 0 16

務

0 16 16 16 16
成

事

果指標 ② 人 0 16 0 1

業

6 16 16 16
(4)

名

の結果の ① ％ 65 65

N

65 65 65 65 65

o

成果指標 ②
予算費目 会

.

計 01 一般会計 款 1

4

0 項 03 目 02

コスト

1

年度 R3年度 R4年度

9

R4年度 R5年度 R6

友

年度 R7年度 R8年度

好

実績値 計画値 実績値 計

都

画値 目標値 目標値 目標

市

値
事業費(決算又は予

中

算額)Ａ 単位 0 6,6

学

92 0 10,624 1

生

0,718 10,71

派

8 10,718

財
源
内

遣

訳

 国庫支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 県支出

業

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

政

 地方債 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
 その他 千円 0

こ

4,213 0 7,03

の

1 7,015 7,01

事

5 7,015
 一般財

務

源 千円 0 2,479 0

事

3,593 3,703

業

3,703 3,703

施

人件費Ｂ 千円 1,17

策

6.5 1,176.5

の

488.7 488.7

位

488.7 488.7

置

488.7
正職員従事

基

時間×人数 時間×人 3

本

25× 1 325× 1 1

事

35× 1 135× 1 1

業

35× 1 135× 1 1

主

35× 1
正職員以外の

管

人件費 千円 0 0 0 0 0

課

0 0
その他の費用Ｃ 千

名

円 12 12 0 190 1

課

90 190 190
トー

長

タルコストA+B+C

名

千円 1,188.5 7

こ

,880.5 488.

の

7 11,302.7 1

事

1,396.7 11,

務

396.7 11,39

事

6.7
単位あたりコス

業

ト ① 千円/人 1.8 1

の

2.6 0.8 19 19

開

.4 19.8 21.7

始

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

時

2)の対象指標）② 千

期

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ることは、今日のグロ

業

ーバル社会に
事業進展

名

等による環境変化 □ あ

N

る
とって必要であり、

o

目的を見直すことはで

.

きない。
に伴い、目的

4

を見直す（目
その理由

1

的の追加・拡充又は絞

9

込）

必要はありません

友

か？ ■ ない

有
効
性

派遣

好

団の人数を増やし、多

都

くの生徒が異文化を体

市

験する機会を増やす。

中

今以上に事業の成果を

学

向上

させる方法を記入

生

して下さ

い。 内　容
※

派

(3)の成果指標を向

遣

上させる

　ことはでき

事

ますか？

派遣された生

業

徒の派遣報告から、国

２

際理解は深まっている

評

。
目的達成状況 内　容

価

■民間への一部委託 □

　

民間への全部委託
市関

Ｃ

与の必要性 □指定管理

Ｈ

■補助金・負担金助成

Ｅ

□市の直営
内　容

　（

Ｃ

実施手法） みよし市友

Ｋ

好都市中学生派遣団に

目

補助金を交付している

的

。

効
率
性

対象、目的が

妥

同じ事業はなく、統廃

当

合はできない。
事務事

性

業の統廃合により、

事

こ

業の効率化を図り、成

の

果
内　容

を向上させる

事

方法を記入し

て下さい

業

。

コロンバス市での滞

の

在期間はホームステイ

必

するなど、経費削減に

要

努めている。
現状より

性

事業費・人件費を

削減

は

する方法を記入して下

薄

さい。（仕様の変更、

れ

外部 内　容
委託、従事

て

時間の削減等は

できな

得

いか？)

公
平
性

派遣さ

ら

れる生徒１人あたり６

れ

０，０００円を負担
■

て

ある ■ 現状で適正
受益

い

者負担はありますか？

る

している。
また、受益

い

者負担割合は適 □ ない

ま

□ 検討が必要 内　容 負

せ

担金を高くすると家庭

ん

の経済状況により応募

か

で
正ですか？ きない生

。

徒も出てくると思われ

十

る。
□ 受益者がいない

分

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

な

Ｉ
Ｏ
Ｎ

学校から、団長

成

を務める校長先生の 団

果

長を務める校長先生の

が

所属校から
事業実施上

理

の課題、住 所属校から
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